
令 和 元 年 7 月 １ ９ 日
中部ブロック発注者協議会

令和元年度 中部ブロック発注者協議会を開催します
～改正品確法の適切な運用に向けて～

公共工事の品質確保の促進に向けた取組み等、「発注関係事務の運用に
関する指針」にもとづき、発注関係事務の適切な実施にむけ１５項目の
自己評価の結果を確認するとともに、改正品確法の内容について情報共
有するため、令和元年度 中部ブロック発注者協議会を開催します。

✓ 開 催 日 時： 令和元年７月２５日（木） 13:30 ～

✓ 開 催 場 所： 名古屋銀行協会会館 201会議室（2F）
名古屋市中区丸の内2丁目４-2

＜参考＞

◇ 中部地方整備局では、平成17年に施行された「公共工事の品質確保の促進に関
する法律」（以下「品確法」という。）を受け、発注者間における各種施策の
連絡調整の為、平成20年11月に「中部ブロック発注者協議会」を設立しました。

◇ 本協議会は、各発注者が公共工事の品質確保の促進に向けた取組み等について
情報交換を行うなどの連携や、発注者間の協力体制を強化するとともに、地域
を支える建設生産システムの向上に関する各種施策の推進・強化を図り、もっ
て中部ブロックにおける公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とし
ています。

１．添付資料 資料－1 協議会次第（案）
資料－2 中部ブロック発注者協議会について
資料－3 改正品確法の概要

２．配 布 先 中部地方整備局記者クラブ

３．問合せ先 中部ブロック発注者協議会事務局
中部地方整備局 企画部 技術管理課

TEL ０５２－９５３－８１３1
企画部 技術管理課長 藤山 一夫

建設専門官 山本 進一

４．そ の 他 ・本会議は公開で開催しますが、会議の運営上、写真等の撮影
は冒頭の挨拶までとさせていただきます。

・取材を希望される方は、別紙取材申込書にて事前に連絡を
お願いします。

 

 



日時：令和元年7月25日（木） 13:30 ～ 

場所：名古屋銀行協会会館 2階201号室

〒４６０－０００２

名古屋市中区丸の内2-4-2

 TEL:052-204-2356  FAX:052-232-0563

令和元年度　中部ブロック発注者協議会の会場案内

　　　【案内図】
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令和元年度 中部ブロック発注者協議会 

取材申込書 
 

資料、緊急時の連絡等のため、取材を希望される報道機関におかれまして

は、下記期日までに、本申込書にて、ご連絡をお願いいたします。 
 

ＦＡＸ送信期限：令和元年７月２３日（火）１２時まで 
 

 

１．報道機関名    
 
 
 

２．取材者等 

（１）代表者氏名    
 
 
 

（２）ご連絡先 ＴＥＬ：   
 

ＦＡＸ：   
 

携帯（緊急用）：   
 

Ｅメール：   
 
 
 

（３）取材人数：  名 
 

 
 

３．送付先等 

中部地方整備局 企画部技術管理課 

 建設専門官 山本 進一 
ＦＡＸ ０５２－９５３－８２９４ 

別紙 



令和元年度 中部ブロック発注者協議会 

日時： 令和元年 7 月 25 日（木） 13:30 ～ 

場所： 名古屋銀行協会会館 201 会議室  

次 第 （案）

１.開 会

２.挨 拶

３.議 事

（１）規約の改正

（２）改正品確法について

（３）中部ブロック発注者協議会の取組について

（４）各機関の取組について
中部地方整備局／東海農政局／岐阜県／静岡県／愛知県／三重県

（５）今後の取組について

・協議会スケジュール

・地区別発注見通しの推進

・今年度からの新たな取り組み

・自己評価結果の公表

４.閉 会

資料１



中部ブロック発注者協議会(案)

令和元年中部ブロック発注者協議会

各県部会 第1回（8～9月）

幹事会 （6月21日）

各県部会 第2回（2～3月）

（仮称）推進会議 （9～2月）

協議会（7月25日）

中部ブロック発注者協議会の組織 （１９４機関）

岐阜県部会
（42市町村）

静岡県部会
（35市町）

愛知県部会
（54市町村）

三重県部会
（29市町）

中部ブロック発注者協議会（４４機関）
① 国の機関（18機関）
② 地方公共団体の機関（14機関※）
③ 特殊法人等の機関（10機関）
④ オブザーバー（２機関） ※県部会と重複あり（10機関)

平成２６年６月 「品確法」の改正

中部ブロック発注者協議会の設置経緯

平成１７年４月 「公共工事の品質確保の促進に関する法
律」（以下「品確法」という。） 施行

・公共工事の品質確保が、発注者（国、地方自治体、特殊法人等）の
責務となった。

平成２０年１１月 「中部ブロック発注者協議会」を設置

・品確法の趣旨を踏まえ、各種施策の「連絡調整」のため中部ブロック
発注者協議会を設置

・改正品確法運用指針が策定され、「発注者間の連携体制の構築」が
必ず実施すべき事項とされた。

・協議会の役割を各種施策の「連絡調整」から「推進・強化」へ見直し
・全市町村参加の県部会を設置
・申し合わせ

平成２６年度 「中部ブロック発注者協議会」を法定協議会
として体制を強化

品質確保に関する推進協議会 H26～

発注者支援機関の評価・認定
現在、土木：５、建築：５ 団体を認定し活用

連携
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品確法と建設業法・⼊契法（担い⼿３法） Ｒ１改正時の概要

※担い⼿３法の改正（公共⼯事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共⼯事の⼊札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り⼿」としての建設業への期待
働き⽅改⾰促進による建設業の⻑時間労働の是正
i-Constructionの推進等による⽣産性の向上

予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
価格のダンピング対策の強化
建設業の就業者数の減少に⻭⽌め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い⼿３法施⾏(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共⼯事品確法と建設業法･⼊契法を⼀体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い⼿の中⻑期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い⼿３法改正を実施

建設業法・⼊契法の改正 〜建設⼯事や建設業に関する具体的なルール〜

品確法の改正 〜公共⼯事の発注者･受注者の基本的な責務〜

cv

○発注者の責務
・適正な⼯期設定 （休⽇、準備期間等を考慮）
・施⼯時期の平準化 （債務負担⾏為や繰越明許費の活⽤等）
・適切な設計変更
（⼯期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活⽤）

働き⽅改⾰の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代⾦･⼯期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争⼊札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費⽤の予定価格
への反映や、⾒積り徴収の活⽤

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活⽤等による
⽣産性向上

⽣産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共⼯事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加⼊を許可要件化
・下請代⾦のうち、労務費相当については現⾦払い

○⼯期の適正化
・中央建設業審議会が、⼯期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い⼯期による請負契約の締結を禁⽌
（違反者には国⼟交通⼤⾂等から勧告・公表）
・公共⼯事の発注者が、必要な⼯期の確保と施⼯時期の平準化
のための措置を講ずることを努⼒義務化＜⼊契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者︓補佐する者(技⼠補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)︓⼀定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地⽅公共団体等との
連携の努⼒義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を
合理化

・建設業の許可に係る承継に関す
る規定を整備

資料３



●公共工事の品質確保の促進に関する法律 Ｒ１改正時の概要

背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立
〇「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間

労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性
〇建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促

進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性
〇公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で重要な
役割

〇全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興
のため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

法案の概要（改正のポイント）

【基本理念】
災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ
円滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見積り徴収の活用

Ⅰ. 災害時の緊急対応の充実強化

【基本理念】
適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事する
者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の
適正な整備への配慮

【公共工事等を実施する者の責務】
適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

Ⅱ. 働き方改革への対応

【発注者の責務】
①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、

債務負担行為・繰越明許費の活用による翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注
見通しの作成・公表等

③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

Ⅲ. 生産性向上への取組
公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）に

ついて広く本法律の対象として位置付け

Ⅳ. 調査・設計の品質確保

(1)発注者の体制整備
① 発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責務】
② 国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を

有する者の活用促進等

Ⅴ. その他

(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理

【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、基本方針や発注者共通の運用指針を改正

（令和元年６月７日成立 ６月１４日施行）
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